Rによる計量経済学演習　操作マニュアル

1. 使用するデータ

本演習では、一人あたりエネルギー消費量と一人あたりGDPの関係を分析するため、次のようなデータセットを用いる(表1)。なお、分析期間は1970年～1993年である。

表1.分析に用いるデータセット

[image: image1.emf]変数名 内容

year 年

x 一人あたりGDP

y 一人あたりエネルギー消費量

出典: World Bank

http://devdata.worldbank.org/data-query/


2. Rでの作業

2.1. 分析データの読み込み

Rを起動し、次のコマンドを入力する。（データの形式は「タブ区切りテキスト形式」）

dataset<-read.csv("http://www.cs.reitaku-u.ac.jp/sm/shimizu/Lecture/Reitaku-Univ/EcnmB/EcmB04/EcmB04.txt", header=T)

attach(dataset)
なお、ローカルフォルダに保存されたファイルをRで読み込むには、次のようなコマンドを入力することとなる。データが C:\R\lecturefiles\data.txt に保存されている場合、

dataset<-read.csv("C:/R/lecturefiles/data.txt”, header=T); attach(dataset)
また、タブ区切り形式のファイルを読み込むには、次のコマンドを入力する。

dataset<-read.table("C:/R/lecturefiles/data.txt”, header=T); attach(dataset)
データの読み込みが完了したら、次のコマンドにより変数一覧の確認を行う。

head(dataset, 0)

2.2. 基本統計量の計算

Rで基本統計量を計算するには、次のコマンドを用いる。カッコ内には変数名を入力する。


length(x) 



#標本数


mean(x) 



#平均値


median(x) 



#中央値


min(x) 




#最小値


max(x) 




#最大値


range(x) 



#範囲


var(x) 




#母分散


var(x)*(length(x)-1)/length(x) 

#標本分散, excelでは=varpに相当


sd(x) 




#標準偏差


(var(x)*(length(x)-1)/length(x))^0.5

#標本標準偏差, excelでは=stdevpに相当


var(x,y) 




#共分散

cor(x,y) 




#相関係数

2.3. グラフの作成

Rでグラフ等の作成を行うには、次のコマンドを用いる。カッコ内には変数名を入力する。


hist(x)


#ヒストグラムの作成


plot(year, x, type=”l”)
#折れ線グラフの作成


plot(x, y)

#散布図の作成

出力された画像ファイルを右クリックし、「メタファイルにコピー」を選択することでWordに貼り付けることが出来る。
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3. 回帰分析と検定

3.1. 単回帰分析、t検定

一人あたりエネルギー消費量(y)と一人あたりGDP(x)について、次のような単回帰モデルを想定する。
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(3-1)

Rで単回帰分析を行うには、次のコマンドを用いる。

x1<-x/1000


#一人あたりGDPを1,000ドル単位に変換
result1<-lm(y~x1)

#OLSのコマンド
summary(result1)

#推定結果の表示
結果の読み方は次のとおりである。
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ここで、推定結果表から任意の情報を取り出すコマンドは次のとおりである。

coef(summary(result1))[1,1]

#定数項の推定値
coef(summary(result1))[2,1]

# x1の推定値
coef(summary(result1))[1,2]

#定数項の標準誤差
coef(summary(result1))[2,2]

# x1の標準誤差

※[行,列]の値を書き換えることにより、t値やp値を取り出すことも可能
これらを利用し、以下ではx1の推定値の有意性についてt検定を行う。


b1<-coef(summary(result1))[2,1]

#x1の推定値


s1<-coef(summary(result1))[2,2]

#x1の推定値の標準誤差


t1<-b1/s1



#x1のt値


df<-length(y)-2



#自由度


options(scipen=4); pt(t1,df,lower=F)*2
#t検定のp値(両側検定)

また、先ほどの推定結果に基づき、(x, y)の散布図に回帰直線を追加するには、以下のコマンドを用いる。


plot(x1,y)

#(x1,y)の散布図を作成


abline(result1)

#result1の推定値に基づいた回帰直線をグラフに追加
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3.2. 重回帰分析、F検定

一人あたりエネルギー消費量(y)と一人あたりGDP(x)について、次のような重回帰モデルを想定する。
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(3-2)

分析に用いる変数を作成する。ここでは、一人あたりGDP(x)を次のように加工する。


x1<-x/1000



#一人あたりGDPを1,000ドル単位に変換


x2<-x1^2



#一人あたりGDP(1,000ドル単位)の二乗項を作成


dataset2<-cbind(dataset, x1, x2)
#データセットの結合

Rで重回帰分析を行うには、次のコマンドを用いる。


result2<-lm(y~x1+x2)


#OLSのコマンド


summary(result2)


#結果を表示

ここで、上記モデルにおいてxおよびx2の係数同時にゼロとなるかをF検定により検定する。この場合、Rでは次のコマンドを用いる。


result2<-lm(y~x1+x2)


#制約なしモデル


result2a<-lm(y~1)


#制約ありモデル、1は定数項を表す変数


anova(result2,result2a)


#F検定の結果を表示

3.3. 構造変化テスト（Chow検定）

上で行った分析について、サンプルを(1)1970年～1980年、(2)1981年～1993年の2群に分けたとき、それらの間で構造変化が起こっているかをF検定によって検証する。

まずは、サンプルを「1981年以前・以降」で2群にわけて、それぞれ次のモデルを推定する。
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(3-1a)

Rでのコマンドはそれぞれ次のとおり。(※3.2.重回帰分析で行った「#データセットの結合」コマンドを実行していないと、推定時にエラーが出ます。)


result1a<-lm(y~x1,data=subset(dataset2,year<=1980))

#1981年以前のデータで推定


result1b<-lm(y~x1,data=subset(dataset2,year>1980))

#1981年以降のデータで推定


summary(result1a)





#1981年以前の推定結果


summary(result1b)





#1981年以降の推定結果

続いて、「上記モデルにおける
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ただし、S0とは全期間のデータをプールしたときの残差平方和、S1とはサンプルを2群に分けたときのそれぞれの残差平方和(S1a, S1b)の合計値(S1=S1a+S1b)、kとはモデルに含まれるパラメータの数、Tとは全期間の観測数をそれぞれ表す。

Rでは次のコマンドによりF検定(Chow検定)を実施することが可能である。


s0<-sum(resid(result1)^2)




#残差平方和S0の定義


s1<-sum(resid(result1a)^2)+sum(resid(result1b)^2)


#残差平方和S1の定義


k<-2







#kの定義


t<-length(dataset2$year)





#Tの定義


f1<-((s0-s1)/k)/(s1/(t-2*k))





#F値の計算


p1<-1-pf(f1,k,(t-2*k))





#P値の計算


options(scipen=4); p1





#P値の表示

3.4. ダミー変数モデル

前節で行った構造変化テスト(Chow test)を、ダミー変数モデルにより行う。ここでは、データが1981年以前である場合に0、そうでない場合に1をとるダミー変数(D1981)を生成し、(1)定数項ダミーのみのモデル、(2)クロス項ダミーのみのモデル、(3)定数項ダミーおよびクロス項ダミーのモデルの3通りを推計する。推定式はそれぞれ次のとおりである。
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(3-4)
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(3-5)
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(3-6)

Rでは次のコマンドによりダミー変数の生成を行う。


d1981<-ifelse(year>=1981,1,0)


#1981年以降ダミー


d1981x<-d1981*x1



#1981年以降ダミーとx1のクロス項


dataset3<-cbind(dataset2,d1981,d1981x)

#データセットの結合

(3-1), (3-4), (3-5), (3-6)式を推定するコマンドはそれぞれ次のとおり。


result1<-lm(y~x1)



#(3-1)式、ダミー変数なし

result4<-lm(y~x1+d1981)



#(3-4)式、定数項ダミー


result5<-lm(y~x1+d1981x)


#(3-5)式、クロス項ダミー


result6<-lm(y~x1+d1981+d1981x)

#(3-6)式、定数項・クロス項ダミー


summary(result1)



#(3-1)式の推定結果


summary(result4)



#(3-4)式の推定結果


summary(result5)



#(3-5)式の推定結果

summary(result6)



#(3-6)式の推定結果
ダミー変数を用いた構造変化テストを行うには、次のコマンドによりF検定を行う。


anova(result1, result6)



#F検定
ここでは、
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の同時有意性について、(3-1)式を制約ありモデル、(3-6)式を制約なしモデルとして、それぞれの残差平方和に基づいたF検定が実施されている。

なお、これらの検定を尤度比検定により行う場合、次のようなコマンドを用いる。


chi1<-(2*(logLik(result6)-logLik(result1)))[1]
#各モデルの対数尤度から検定統計量を計算


1-pchisq(chi1,2)




#自由度2のカイ二乗分布からP値を計算

3.5. モデルの評価

次の6通りの定式化について、自由度調整済決定係数およびAICを用いたモデルの評価を行う。
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(3-1)
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(3-2)
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(3-3)
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(3-4)
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(3-5)
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(3-6)

先の分析で用いたコマンドに加え、xの三乗項を新たに生成し、(3-3)式を推定する必要がある。


x3<-x1^3



#一人あたりGDP(1,000ドル単位)の三乗項を作成


result3<-lm(y~x1+x2+x3)

#重回帰モデル(3-3)式

各モデルの自由度調整済み決定係数を調べるコマンドは次のとおり。


summary(result1)$adj.r.squared


#モデル1の自由度調整済決定係数

summary(result2)$adj.r.squared


#モデル2の自由度調整済決定係数


summary(result3)$adj.r.squared


#モデル3の自由度調整済決定係数


summary(result4)$adj.r.squared


#モデル4の自由度調整済決定係数


summary(result5)$adj.r.squared


#モデル5の自由度調整済決定係数


summary(result6)$adj.r.squared


#モデル6の自由度調整済決定係数
各モデルのAICを調べるコマンドは次のとおり。


AIC(result1)




#モデル1のAIC

AIC(result2)




#モデル2のAIC


AIC(result3)




#モデル3のAIC


AIC(result4)




#モデル4のAIC


AIC(result5)




#モデル5のAIC


AIC(result6)




#モデル6のAIC
4. 標準的な仮定が崩れた場合～検定方法および対処方法

4.1. 系列相関の問題

系列相関の検定に先立ち、(3-1)式の残差のプロットを行う。Rでのコマンドは次のとおり。


plot(year,resid(result1))



#年、推計残差のプロット
Rでダービン・ワトソン検定を行うには次のコマンドを用いる。


library(lmtest)




#lmtestのパッケージを読み込む

dwtest(result1)




#ダービンワ・ワトソン検定を実行

系列相関の問題が生じているときには、通常のOLSを行うことが出来ない(OLS推定量はBLUEではなくなり、また得られた標準誤差に基づいたt値はt分布に従わなくなるため、t検定を適用することができなくなる)。そのような場合、コクラン・オーカット法による一般化最小二乗法(GLS)によってモデルを推定する必要がある。Rでは次のコマンドを用いる。


resid1<-resid(result1)


resid1_lag1<-c(0, resid(result1)[1:length(resid1)-1])


y_lag1<-c(0,y[1:length(y)-1])


x_lag1<-c(0,x1[1:length(x)-1])


dataset_dw<-cbind(dataset,resid1,resid1_lag1,y_lag1,x_lag1)


rho1<-coef(summary(lm(resid1~resid1_lag1-1)))[1,1]


y_star<-cbind(c((1-rho1^2)^0.5*y[1], y[2:length(y)]-rho1*y_lag1[2:length(y)]))


x1_star<-cbind(c((1-rho1^2)^0.5,rep(1-rho1,length=23)))


x2_star<-cbind(c((1-rho1^2)^0.5*x1[1],x1[2:length(x1)]-rho1*x_lag1[2:length(x1)]))


dataset_dw2<-cbind(dataset_dw,y_star,x1_star,x2_star)

cochrane_orcutt<-lm(y_star~-1+x1_star+x2_star)


summary(cochrane_orcutt)

コクラン・オーカット法による一般化最小二乗法より得られた推計残差のプロットを行うには、次のコマンドを用いる。


plot(year,resid(cochrane_orcutt))

4.2. 不均一分散の問題

不均一分散の検定に先立ち、(3-1)式の残差二乗のプロットを行う。Rでのコマンドは次のとおり。


plot(x1,resid(result1)^2)


#年、推計残差^2のプロット
Rで不均一分散の検定を行うには、次のコマンドを用いることによって、ゴールドフェルド・クォントの検定を行うことができる。


library(lmtest)




#lmtestのパッケージを読み込む

gqtest(result1, fraction=4, order=x1)

#ゴールドフェルド・クォント検定を実行


#fractionで指定された数のサンプルが中央から除外される。ここでは1980～1983年の4つ。


#orderで指定された変数の順にデータが並べられる。ここではx1を指定。

なお、上記の結果は次のように再現することができる。


rss1<-sum(resid(lm(y~x,data=subset(dataset,year<1980)))^2); print(rss1)
#RSS1


rss2<-sum(resid(lm(y~x,data=subset(dataset,year>1983)))^2); print(rss2)
#RSS2


gq<-(rss2/8)/(rss1/8); print(gq)

#検定統計量、gqtest()が返すGQ値と一致


1-pf(gq,8,8)



#有意確率、gqtest()が返すp-valueと一致

また、下記のコマンドによって、ブルーシュ・ペーガン検定を行うことが出来る。


bptest(result1)




#ブルーシュ・ペーガン検定を実行

不均一分散の問題が生じている場合には、通常のOLSを適用することが出来ない(得られた標準誤差をもとに計算されるt値はt分布に従わない)。そのような場合には、次のようなコマンドにより重み付き最小二乗法(Weighted Least Squares)を行う必要がある。


wls_result<-lm(y~x,weights=1/x,data=dataset)
#(1/x^0.5)を重みとするWLS


summary(wls_result)



#WLSの推定結果を表示

【OLSコマンド・ライブラリ】

##変数の生成


x1<-x/1000



#一人あたりGDPを1,000ドル単位に変換


x2<-x1^2



#一人あたりGDP(1,000ドル単位)の二乗項を作成


x3<-x1^3



#一人あたりGDP(1,000ドル単位)の三乗項を作成


d1981<-ifelse(year>=1981,1,0)

#1981年以降ダミー


d1981x<-d1981*x1


#1981年以降ダミーとx1のクロス項

##データセットの結合


dataset2<-cbind(dataset,x1,x2,x3,d1981,d1981x)

##OLSコマンド


result1<-lm(y~x1)





#単回帰モデル(3-1)


result2<-lm(y~x1+x2)





#重回帰モデル(3-2)


result3<-lm(y~x1+x2+x3)




#重回帰モデル(3-3)


result4<-lm(y~x1+d1981)




#定数項ダミー, (3-4)


result5<-lm(y~x1+d1981x)




#クロス項ダミー, (3-5)


result6<-lm(y~x1+d1981+d1981x)



#定数項・クロス項, (3-6)


result1a<-lm(y~x1,data=subset(dataset2,year<=1980))

#1981年以前のデータで推定


result1b<-lm(y~x1,data=subset(dataset2,year>1980))

#1981年以降のデータで推定

##ダービン・ワトソン検定


library(lmtest)




#lmtestのパッケージを読み込む


dwtest(result1)




#ダービンワ・ワトソン検定を実行

##ゴーフドフェルド・クォント検定


library(lmtest)




#lmtestのパッケージを読み込む


gqtest(result1, fraction=4)


#ゴールドフェルド・クォント検定を実行


#fractionで指定された数のサンプルが中央から除外される。ここでは1980～1983年の4つ。

##ブルーシュ・ペーガン検定


bptest(result1)




#ブルーシュ・ペーガン検定を実行

##重み付き最小二乗法(WLS)


wls_result<-lm(y~x,weights=1/x,data=dataset)
#(1/x^0.5)を重みとするWLS
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